
（別紙２）

交付対象農用地面積の変更理由及び確定手法の調査について
第１　目的
本対策における交付対象農用地面積（以下、「交付面積」という。）の変更及び確定手法については、既に交付した交付金の返還に繋がる場合もあることから、変更の実態を把握し適切な指導助言が行えるようにするものです。
第２　調査対象

全ての活動組織（継続・新規）を対象とします

第３　調査方法
下記事項を参照のうえ「別紙３　交付面積変更及び確定調査表」の必要箇所に入力後、市町村で取りまとめ頂き次の提出日までメールにより提出してください。
　１　提出日
・平成２１年１１月６日（金）※必着
※面積変更の確認基準日は別紙１のとおり、１０月３１日とします。

２　記載内容及び記入に係る留意事項
別紙３の記載内容及び留意事項は次のとおりです。
①　H21.10.20現在交付申請面積

各活動組織から提出のあった、採択変更手続き後の平成２１年１０月２０日現在の交付決定（指令）面積を記載していますのでご確認ください。
②　H21.10.31現在面積確定状況
別紙１で示す「第１回面積確認基準日」に基づく面積の確定状況について、該当する欄を「○」印で選択してください。
なお、変更の基準面積は①H21.10.20現在交付申請面積となります。

③　H21.10.31現在面積
②H21.10.31現在面積確定状況で「確定済み・変更あり」を選択された場合にあっては、「第１回面積確認基準日」に基づく確定後の面積を記載してください。
【Ａ欄】　次の④～⑩の項目については、②で「「確定済み・変更あり」を選択された全ての活動組織が記入して下さい。

④　収用適格事業等による減

土地収用法に基づき収用若しくは使用を受けた場合、又は収用適格事業（土地収用法第３条）の要請により任意に売り渡し若しくは使用させた場合の交付面積の減に該当する活動組織は「○」印を記載願います。
⑤　農業用施設用地等への用途変更

農業用施設用地等への転用※に伴う交付面積の減に該当する活動組織は「○」印を記載願います。

※農業用施設用地等への転用については別紙４「共同活動支援交付金の返還について」を参照願います。

⑥　農振地域の見直し

農振農用地の見直しに係る交付面積の増減に該当する活動組織は「○」印を記載願います。
⑦　新規農用地の追加

既に締結している協定農用地及び交付対象農用地に、新たな農用地を取り込む活動組織は「○」印を記載願います。
⑧　協定・交付対象農用地からの除外
既に締結している協定農用地及び交付対象農用地から、一部の農用地を除外する活動組織は「○」印を記載願います。
⑨　面積精査

協定農用地及び交付対象農用地を概数で申請を行った平成２１年度採択活動組織において、測量結果に基づく精査や地目の錯誤の訂正による面積精査が生じる活動組織は「○」印を記載願います。
この精査は、平成２１年度採択活動組織を対象とし基本的に今年度のみの扱いとしますので、十分確認をお願いします。なお、これにより難い場合は、個別に協議頂きますようお願いします。

⑩　その他

上記⑤～⑩以外の変更がある活動組織については、変更の理由を記載願います。
【記載例】

・飼料作物の作付けに係る地目の変更。

　　　　　　・砂利採取等に係る一時転用
　　　　　　・集落協定面積の変更

【Ｂ欄】　次の⑪～⑮の項目については、平成２１年度採択地区において、面積を確定するにあたり適用した手法を農地・水・環境保全向上対策に係る対象農用地の面積の測定について（平成１９月４月１６日付け１９道協議会第１２号、北海道農地・水・環境保全向上対策協議会会長眞野弘通知。以下「面積測定方法」という。）を参照のうえ、該当する手法の欄に「○」印を記入して下さい。
⑪　１（１）

面積測定方法の「１　基本的考え方、（１）地籍図又は確定測量図による対象農用地面積の測定」に該当する場合　

⑫　１（２）

面積測定方法の「１　基本的考え方、（２）2,500分の1程度以上の縮尺図面の図測面積若しくは5,000分の1程度以上の縮尺図面の図測面積×0.95」に該当する場合

⑬　１（３）

面積測定方法の「１　基本的考え方、（３）測量作業規程に準拠した現地実測」に該当する場合　

⑭　２（１）

面積測定方法の「２　地域協議会が別に定める方法について、（１）農用地面積で整理された台帳を使用する場合」に該当する場合

⑮　２（２）

面積測定方法の「２　地域協議会が別に定める方法について、（２）作付面積（水張り面積）で整理された台帳（土地改良区の賦課台帳等）を使用する場合」に該当する場合
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